
（参考資料） 
 

平成15年度気象業務の業績測定・実績評価（ﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ）の結果及び 

平成16年度気象業務に関する業務目標の補足説明用図表類集 
 
 
○基本目標１―１―１ 災害による被害の軽減のための台風・豪雨等に関する気象情報の充実・改善（１～９頁） 
・台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差） 
・大雨警報のための雨量予測精度 
・ 降雨に関する情報の充実・改善   

・ 豪雨水害対策のための気象情報の改善   

・ 土砂災害対策のための防災気象情報の改善   

・ 林野火災等の予防対策のための気象通報の改善   

・ ウィンドプロファイラによる高層風観測   

・ 気象警報等を発表する二次細分区域 
 
 

○基本目標１―１―２ 災害による被害の軽減のための地震･火山に関する監視･情報の充実・改善（10～17頁） 

・ 推計した震度と実際の震度との合致率   
・ 想定東海地震の監視能力   
・ 火山活動の監視能力   
・ 日本の活火山   
・ 分かりやすい火山情報の提供  
・ 推計震度分布の情報提供開始（10頁参照） 
・ 自己浮上式海底地震計による観測   
・ 緊急地震速報の利用分野の拡大   
・ ケーブル式海底地震計の整備とルート調査   

 
 
○基本目標１―１―３ 災害による被害の軽減のための防災機関への情報提供機能および連携強化（18～19頁） 

・ 防災情報提供装置の概要   
・ 防災情報提供センターからの情報提供の拡充   

 
 
○基本目標１―２－１ 交通安全の確保のための航空機のための気象情報の充実・改善（20～22頁） 

・ 飛行場予報の精度（飛行場の風向・風速予報の適中率）   
・ ドップラーレーダーの整備   
・ 空港気象観測システムの整備 

 
 
○基本目標１―２―２ 交通安全の確保のための船舶のための気象情報の充実・改善（23頁） 

・ 波浪予報の精度（外洋波浪モデルの適中率） 
 
 
○基本目標１―３ 地球環境保全のためのｵｿﾞﾝ層･地球温暖化等に関する情報の充実･改善（24～26頁） 

・ 黄砂に関する気象情報の提供   
・ 有害紫外線予測情報の提供体制の構築   
・ 地球温暖化に伴う海面上昇監視情報の提供   



（参考資料） 
 

 
 
○基本目標１―４―１ 生活向上、社会経済活動の発展のための天気予報、週間天気予報の充実（27～28頁） 

・ 天気予報の精度①（明日予報）   
・ 天気予報の精度②（週間天気予報） 
 
 

○基本目標１―４―２ 生活向上、社会経済活動の発展のための気候情報の充実（29～31頁） 

・ 地球温暖化精密予測情報の提供   
・ 季節予報モデルを用いた暖候期･寒候期予報の開始   
・ ヒートアイランド情報の作成 

 
 
○基本目標２－１ 気象等の数値予報モデルの改善（32頁） 

 ・地域気候モデル全球気候モデルの高度化   
 
 
○基本目標２―２ 観測・予報システム等の改善・高度化（33～35頁） 

・ 気象通信･情報処理システムの技術基盤の充実   
・ 地球観測衛星データの収集及び海洋の情報作成のためのデータ算出   
・ ARGO計画と海洋実況情報の提供 

 
 
○基本目標２―３ 気象研究所の研究開発の推進（36頁） 

・ 気象研究所における研究開発・技術開発の推進 
 
 
○基本目標３―１ 国際的な中枢機能の向上（37～39頁） 

・ 北西太平洋域への津波情報の提供   
・ アジア太平洋気候センター業務の充実   
・ 全球気象通信システム 

 
 



・災害による被害の軽減

・効果的、効率的な防災対策

台風中心位置の72時間先の予報誤差* を、H17年までにH12年と比べ約20％

改善し、360㎞にする。 * 当該年を含む過去3年間の平均

なお、72時間予報の改善は予報技術を代表するものであり、

24時間予報、48時間予報の改善状況は次ページのとおり。

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

360km(H17年）

374km(H15年）

443km(H12年）

（目標値）

１



台風中心位置の予報精度
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平成（年）

台風中心位置の予
報誤差（km）

７２時間予報
（３年平均）

４８時間予報
（３年平均）

２４時間予報
（３年平均）

１７年目標
（72時間予報）

１７年目標
  ３６０km

２



大雨警報のための雨量予測精度

指標：

20km格子毎に、３時間先までの合計雨
量の予測値と実況値の比率を指標とする
（目標値：0.57）。

　ただし、対象とする事象は、予測値と実況値
の合計が30mm以上の降水　（左図赤線内の領
域）

土砂災害・水害対策等の防災活動

３時間先までの雨量予測値精度を１４％改善

平成１３年　　平成１４年　　平成１５年．．．．．　平成１８年

０．５０

０．５８
０．５７０．６４

目標値

３



降雨に関する情報の充実・改善降雨に関する情報の充実・改善

レーダー全国合成

雨域移動情報

降水ナウキャスト降水ナウキャスト

観測直後から１０分間隔で

１時間後までの雨量の予測情報

防災体制
立ち上げの
迅速化

住民の迅
速な避難

都市部を中心とした洪水・浸水等の急激に発生する豪雨による被害の軽減

10分毎に計算
　　(急激に発達した降水に即応)

・観測 3 分後までに出力
・GIS等高度利用対応のた　
　め基準地域メッシュ

（レーダー）

（アメダス）

10分後

20分後

30分後

40分後

50分後

60分後

ー降水ナウキャストについてー

　４



５

気象台

雨量実況

雨量予測

都道府県

水位実況

水位予測
オンライン接続

気象部分の

洪水予報文案

水位部分の

洪水予報文案

データ交換

洪水予報文作成

共　同　で　発　表

報道機関
その他の
行政機関

一般住民

その他の
行政機関

市町村等

水防団等

豪雨水害対策のための気象情報の改善（平成15年度の実績）

共同洪水予報の仕組み 共同洪水予報の実施

平成１４年度

　愛知県（１河川）

　岐阜県（２河川）

　静岡県（２河川）

平成１５年度：

　青森県（２河川） 　大阪府（４河川）　
　山口県（２河川）　新潟県（１河川）

　和歌山県（２河川）　岐阜県（１河川）



土砂災害対策のための防災気象情報の改善土砂災害対策のための防災気象情報の改善

土砂災害警戒情報 土砂災害警戒情報試行の実施

（平成（平成1515年度の実績）年度の実績）

平成１５年度：

　愛知県、三重県、

和歌山県、島根県、熊本県

平成１４・１５年度

　神奈川県、兵庫県、

長崎県、鹿児島県

□□県土砂災害警戒情報第×号 　　　平成△△年□月□日□時□分
△△県　△△地方気象台　共同発表

警戒対象市町村：○○市、××町、△△村
今後2時間以内に、大雨による土砂災害の危険度が非常に高くなる見込みです。
土砂災害危険箇所及びその周辺では厳重に警戒して下さい。警戒対象市町村

での今後３時間以内の最大1時間雨量は多いところで60mmです。

問い合わせ先
○○○-○○○-○○○○(□□県砂防課)
×××-×××-××××(□□地方気象台)

20km/h

30km/h

実況強雨域
（1時間30mm以上）

△△地震の際に震度4
以上となった地域

凡例

発表対象市町村

長さは1時間の
移動距離に対応

６



市町村

都道府県消防
防災部局

地方気象台等

一般住民

きめ細かな図形式による
火災気象通報の提供

火災気象通
報の伝達

効果的な火災予防対策に向けた連携

＊火災気象通報の高度化のための消防庁・気象庁連携
＊地方自治体（消防本部）と気象台の観測データ共有による
　　きめこまかな図形式通報の実現

-

消防法に基づく

火災警報の発表等

防災行政無線等
による周知

火災予防の実施

赤が本施策による新規部分

防災情報提供装置

消防本部

消防本部観測データの提供

火災関連気象情報閲覧

○○県では、火災の発生しやすい気象状況が予想
されます。

実効湿度５０％以下で、最小湿度が２５％以下にな
ると予想されます

平成１５年１０月２１日
○○地方気象台

○○県火災気象通報

注意対象地域の絞り込み
注意対象地域が一目でわかる
図情報の提供

現在

連携後

林野火災等の予防対策のための気象通報の改善

７



勝浦

帯広

留萌

室蘭

河口湖

高松

酒田

高田

熊谷

水戸

福井

与那国島

熊本

平戸

延岡

厳原

高知

名瀬

南大東島

市来

美浜

鳥取

宮古

名古屋

静岡

尾鷲

大分

屋久島

浜田

清水

気象資料総合
処理システム
（COSMETS)

局地現象に対する

　・数値予報の精度向上

　・監視の高度化

ウィンドプロファイラによる高層風観測

予測値

ウィンドプロファ
イラを不使用　　
強雨域が　　　
北にずれて　　
いる

予測値

ウィンドプロファ
イラを使用　

強雨域の　　　
対応が良い

実況観測値

中央監視局（本庁）

青：１mm以上　　緑：10mm以上　　黄：30mm以上

帯広観測局

静岡観測局

８

八丈島
（平成15年6月運用開始）



気象警報等の発表する二次細分区域

　気象庁では、地方自治体における防災活動を支援するため、きめ細かな防災気象情報の発表を推進している。
注警報区域についても細分化を進めており、平成１５年度は以下のとおり実施した。

362356294226213

平成15年度末平成14年度末平成13年度末平成12年度末平成11年度末

最近の全国の二次細分区域数の変遷

（旧）細分区域

全国の二次細分区域数

細分化した予報区数

362－294

5555以上47

平成15年度末実績平成15年度目標平成13年度末

（新）細分区域

地方自治体の防災担当者

適切な
意志決定

的確な
状況判断

適切な
防災活動

福岡県の例
き
め
細
か
な
防
災
情
報
の
発
表

～

気
象
庁
の
役
割

～

９



震度情報の精度（推計した震度と実際の震度との合致率）

推計震度分布図 実際の震度

平成１６年３月１日より公表開始（内閣府、気象庁）

１０



想定東海地震の監視能力
－東海地震の前兆検出の概念－

１１

各種の観測

地震・地殻変動

陸
側
の
プ
レ
ー
ト
と
海
洋
プ

レ
ー
ト
が
固
着
し
、
固
着
域

が
形
成
さ
れ
る

固
着
域
が
変
質
す
る

固
着
域
が
は
が
れ
る

前
兆
す
べ
り

前
兆
す
べ
り

東
海
地
震
発
生

東
海
地
震
発
生

◎地震活動の変化等 ◎歪計による前兆すべりの検出

応力蓄積 海洋プレートの
沈み込み

陸側のプレート

前兆すべりの
シミュレーション例



火山活動の監視能力

自治体等
関係機関

火山噴火予知連絡会

火山情報発表

２４時間監視体制火山情報の作成

24時間火山監視
火山活動の総合的診断

火山活動の総合的診断

データ解析

震動・空振・GPS・遠望
観測データ等の詳細解析

機動観測班

臨機応変な現地
観測体制の強化

平常時でも定期
的に現地観測を
実施

観測データは

リアルタイムで

センターへ　

活動状況の変化に応じ
要員を現地に派遣・駐在

火山監視・情報センター
（札幌、仙台、東京、福岡）

火山監視・情報センター
（札幌、仙台、東京、福岡）

傾斜計地震計

監視カメラ ＧＰＳ空振計

火山の専門家集団

・日常的には
　　総合的な活動診断結果に
　　基づく火山活動状況のわかり易い解説
・非常時は
　　防災対応に関する助言

テレビ会議システム等の活用

・観測データ、解析結果、研究
成果等火山活動の総合的診
断に必要な資料の共有

地方気象台等

迅速な発表

定期・随時に

現地観測

（電磁気観測や

　地熱観測等）　

磁力計
 

１２



日本の活火山（火山活動の監視能力）

１３

注）この他、海底火山や
無人の火山島があり、
それらを含め活火山数
は１０８である。



レベル 対応する火山情報

レベル５

（極めて大規模な噴火）

レベル４

（中～大規模噴火）

レベル３

（小～中規模噴火）

レベル２

（火山活動に高まり）

レベル１

（静穏な火山活動）

レベル０

（長期間火山の活動の
兆候なし）

火山活動度レベルの標準的モデル

広域で警戒が必
要。

居住地にも影響の
可能性があり、警
戒が必要。

火山周辺に影響が
あり、十分注意する
必要

火山活動の状況を
見守っていく必要

噴火の兆候なし

噴気活動や火山性
地震の発生がない

臨時火山情報

火山観測情報

緊急火山情報

イメージ

。

分かりやすい火山情報の提供（火山活動度レベルの導入）

１４

平成１５年１１月
より５火山に導入

(大島、浅間山、
雲仙岳、阿蘇山、
桜島)



１５

自己浮上式海底地震計による観測



「緊急地震速報」の提供
（平成１６年２月２５日
　試験運用開始）

　
２分

　 　
３分 ５分

　
３～１０秒

震度速報 津波予報緊急地震速報 震源・震度の情報

地震発生

防災初動体制
の確保

自動制御による
減災措置

避難

平成１５年度整備（東海・東南海・南海地域）
平成１６年度整備（東北・北海道）
後年度

千島海溝

日本海溝

南海トラフ

「緊急地震速報」の利用分野の拡大

鉄道対策

防災対策

交通対策

津波対策

利

用

分

野

の

拡

大

１６



計画（ケーブル式海底地震計）

既設地震計

ケーブル式海底地震計

ケーブル式海底地震計の整備とルート調査
（東海・東南海地震対策）

１７



防災情報
伝達確認が必要な情報

○津波予報

○気象警報

○指定河川洪水予報

○東海地震予知情報
伝達確認は不要な情報

注意報，台風情報，気象情報
地震津波・火山情報，天候情報等

画面上に自動表示

報知音鳴動

同時に自動印刷

受領確認を　簡便化

・画面上で確認

・確認ボタンを押す

このソフトは気象

庁が無償貸与しま

す。アメダス

分布図

地震解説資料

WEB 形式：天気予報 ・防災支援情報

随時アクセス（リクエスト）

(リプライ)鮮明で詳細な画情報

刻々と変化する状

況にあわせて，最

新の防災情報を，

ブラウザソフトで

閲覧

地方気象台等
　　防災関係機関等

　　（都道府県）

解析雨量分布

気象台から自動的に送付します

受信確認（ボタンを押すと自動的に気象台へ送信）

アメダス

分布図
アメダス

分布図

レーダー画像

気象台から自動的に送付します

デジタル専用回線　一本で可能

防災情報提供装置の概要

１８



　　

　　　　　　　　　　　　
　　　　　

　　　　ユーザー
（防災担当者、国民など）

こんな時・・
　知りたい場所の気象や
　　　災害の情報が欲しい！

土地・水資源局
防災情報

リアルタイム雨量情報

リアルタイムレーダー情報

「防災情報提供センター」　からの情報提供拡充

リアルタイム情報
（河川局・道路局・気象庁）

国土交通省防災情報提供センター
ホームページ （運営主体：気象庁）

●集約・一元化したリアルタイム情報

●GISを活用したストック（蓄積・保存）　　　　　

データを集約・一元化した情報

　　　　　　　　 （平成16年度から提供）

●各部局の防災関連情報・災害情報

都市・地域整備局

防災情報

○○局
防災情報
海上保安庁
防災情報
気象庁
防災情報

国土地理院
防災情報
国総研
防災情報

～平成15年６月開設～

ストックデータの提供イメージ
（気象・河川・海岸などのデータを提供）

河川局
防災情報

道路局
防災情報

任意の地域、データ、期間に
ついて、ＧＩＳの機能により各
部局のデータを地図上に重
ね合わせて表示

任意の地域、データ、期間に
ついて、ＧＩＳの機能により各
部局のデータを地図上に重
ね合わせて表示

データの属性により
任意の図形、文字等
を表示

データの属性により
任意の図形、文字等
を表示

過去のデータをグ
ラフ・表で表示

過去のデータをグ
ラフ・表で表示

港湾局
防災情報

北海道局
防災情報

光ファイバーネットワーク・　　イ
ンターネット
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パイロット

管制官

　　平成１３年　　　　　１４年　　　　　　１５年　　　　　　１６年　　　　　　　　　　　　１７年　　

６６％

６４％

７０％

６９％風速

風向

予　報　精
　度　向　上

追い風・向かい風の強さ、横風の強さ

１８

３６

風向２％up
（目標値）

（成田、羽田、関西空港の各データで評価）

航空機の安全運航のために

　　　　　　　　　　　飛行場での風の予測は非常に重要!!

飛行場予報の精度（飛行場の風向・風速予報の適中率）＊

風速３％up

風向・風速に基づく使用滑走路の決定風向・風速に基づく使用滑走路の決定

＊ここでいう適中率とは、

　風向：風速が10kt以上の事象に対して、風向の予報値が

　　　　　観測値の±３０度以内に入る割合

　風速：風速の観測値が15kt以上の事象に対して、風速の

　　　　　予測値が観測値の±5kt以内に入る割合

７３％

６８％

２０



　空港気象ドップラーレーダーは、雨の強さの分布や降

水内の風の分布を観測することができるレーダーです。

これにより、航空機の離着陸に危険を及ぼす大気下層の

風の急激な変化（低層ウインドシヤー）を探知し、その

情報をパイロットに伝えることで、低層ウインドシヤー

を回避するなど、航空機の安全運航に有効に利用されて

います。

＜設置官署＞

新千歳航空測候所

成田航空地方気象台

東京航空地方気象台

関西航空地方気象台

大阪航空測候所

那覇航空測候所

（平成 16年４月現在）

活発な対流雲

空港気象ドップラーレーダーの整備

低層ウインドシヤー

通常の着陸経路

低層ウインドシヤー

に遭遇した場合の経

路（揚力の急減）

管制塔

航空気象官署

空港気象ドップラーレーダー

低層ウインドシヤー情報を

管制官がパイロットへ通報

回 避

２１



　航空機の安全な離発着に不可欠な飛行場の風向風速、視程、雲底の高さ、雲量、大気現象（雨や雪）等の観測能力向上のため、平成１１年度から
空港気象観測システムを整備している。
　これにより、従来よりも時間的にきめ細かな観測データを提供することが可能となり、運行の安全性の向上、定時制の確保、適切な飛行計画の策
定等に活用されている。

空港気象観測システムの整備

気象観測露場

温度・湿度計、シーロメータ、降雨計、視程計
観測現業室

風向風速計 滑走路視距

離観測装置

（注：図の観測
装置の配置や数
はイメージであ
り、実際には空
港毎に異なる。

２２



　外洋波浪モデルとは、数値予報モデルによって予測された海上風を、波浪の発達・衰弱・伝播を支配する方程式に与え、スーパーコンピュータ
によって波浪の変化を予測するモデルです。第１図は、外洋波浪モデルの予測結果の一例です。
　外洋波浪予測モデルによる波浪の予測結果は、船舶の安全運航のために気象庁が作成・提供している外洋波浪予想図の元資料であるとともに、
民間気象会社にも提供され、船舶の安全運航はもとより経済運航に資する基礎資料となっています。

第２図　北西太平洋のブイによる波高の観測値と
　　全球数値波浪モデルの波高の24時間予測値の
　　比較の一例（2002年5月～2003年4月）

波浪予報の精度（外洋波浪モデルの適中率）

波高
（ｍ）

海氷域
　

第１図　全球数値波浪モデルの計算結果
2001年9月23日21時（日本時）を初期値とする24時間後の波高（ｍ、カラースケール）

及び波向（矢印）の予測値

　外洋波浪モデルの精度（適中率）は、ブイ等によって観測された波浪データとモデルの予測値との比較により求めます。第２図は観測値と予測
値の関係を示した図で、中央の黒い太線の近くにプロットされるほど精度の高い予報です。船舶の安全運航には高い波の予測が重要であり、観測
値または予測値が３ｍ以上の場合を評価の対象とします。波浪予報の利用上、多くの場合、予測波高の相対誤差が30％以下であることが要請され
ることから、波高の相対誤差が30％以下（２本の赤線に挟まれたＡの範囲）の予測事例の比率を測定することとし、この値を平成12年度の69％か
ら、平成17年度には75％に改善することを目標としています。

２３

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

予測値（ｍ）

観
測
値
（
ｍ
）

観測値＝予測値

Ａ

Ｃ

Ｂ



：黄砂が観測された地点

：黄砂の拡がりが予測される地域

○交通の安全確保、適切な
運行の支援。
○健康被害など、国民生活
への影響の軽減。

○近年、大陸の砂漠化に伴い、黄砂の規模および飛来件

数が増加。⇒生活、交通機関に支障も。
○特に中国、韓国では深刻な影響。

○日中韓３カ国環境大臣会合における黄砂への取り組みの
重要性に対する共通認識

背景と現状

○各種観測データ
　（気象庁）

○黄砂のモニタリ
ング（環境省）

○予測技術　　　
　（我が国の先進
的な数値予報モデ
ルの活用）

情報の発表

（平成１６年１月～）

（国民、関係行政機関などへ）

効 果

黄砂に関する気象情報の提供

実　況 予　測

２４



関係省庁

フロン

オゾン層

皮膚がん、白内障
、　　免疫力の低
下

有害紫外線太陽

国民

民間気象会社

(ニーズにあわせて加工）

有害紫外線予測情報の提供体制の構築

有害紫外線の
実況・予測情報

現状

・フロン等によるオゾン層破壊に
伴う有害紫外線の増加

・南北両半球の中緯度において
、依然としてオゾン層は破壊
　されている

・オゾン層破壊が進行する以前
の状況に戻るのは2050年

↓

有害紫外線による

　　・健康被害

　　・生態系への影響

　　・建材の劣化　　などが懸念

・フロン等によるオゾン層破壊に
伴う有害紫外線の増加

・南北両半球の中緯度において
、依然としてオゾン層は破壊
　されている

・オゾン層破壊が進行する以前
の状況に戻るのは2050年

↓

有害紫外線による

　　・健康被害

　　・生態系への影響

　　・建材の劣化　　などが懸念

施策 効果

・国民の適切な有害紫外線対策

　（外出時間の調整、衣服の選択、帽子や

サングラスの着用など）

・有害紫外線の生態系への影響評

価、建材（プラスティックやゴム等）の

選定

・高精度観測データの国際交換によ

る国際貢献

・国民の適切な有害紫外線対策

　（外出時間の調整、衣服の選択、帽子や

サングラスの着用など）

・有害紫外線の生態系への影響評

価、建材（プラスティックやゴム等）の

選定

・高精度観測データの国際交換によ

る国際貢献

紫外線予測モデル

・有害紫外線の観測強化

・観測データのリアルタイム収集

・有害紫外線の観測強化

・観測データのリアルタイム収集

ＵＶインデックス
12

10

8

6
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地球温暖化による海面上昇を
把握した上での施策

●国土交通省等の国土保全計画策定　
●異常潮位の原因解明とその対策
●環境省等の地球環境保全計画策定　
● IPCC等への国際貢献
●自治体等のハザードマップの作成

地球温暖化に伴う海面上昇監視情報の提供

（国土地理院）

（ＧＰＳ衛星）

地盤変動
の除去

精密型水位計の展開

検潮所

海洋モデル

海洋気象観測船

海洋変動
の除去

水位データ
の収集

気象庁

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

日本沿岸代表的な５地点の平均的な海面水位変化

水
位
変
化
（
ｃ
ｍ
） ？

© NASA/JPL

地球温暖化によって
生じた長期的な海面
の上昇に関する情報

（地球観測衛星）

（説明）　地球温暖化に伴う海面の上昇は、海岸を浸食し、高潮、異常潮位などの沿岸災害を激化させるおそれが大きいことから、国土保全、環境保全等の適切な施
策を検討するうえで、長期的な海面上昇の把握が必要である。気象庁は、平成15年度から、全国13か所の検潮所に精密型水位計を整備して高精度の海面水位観
測を行うとともに、国土地理院との連携による地盤変動データや、海洋気象観測船等の海洋観測データから得られる海洋変動データ等を活用することにより、地球温
暖化に伴う長期的な海面上昇に関する情報の提供を開始した。 ２６



①　雨の降り方が大きく外れた日＊の改善
　　　　　　（ ＊降水確率が５０％以上外れた日数）

①　雨の降り方が大きく外れた日＊の改善
　　　　　　（ ＊降水確率が５０％以上外れた日数）

②　最高気温・最低気温が３℃以上外れた＊日
数の改善（ ＊ 春、秋では半月程度のずれに相当）

生活の向上、　　社会経済活動の発展

天気予報の精度① 明日予報が大きく外れた
年間日数を２割減少

雨の降り方の外れ日数

0
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最高気温の外れ日数
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最低気温の外れ日数
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25日

25日

40日
31日
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56日
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３日目 ４日目 ５日目 ６日目 ７日目

平成１２年

平成１８年

３日目 ４日目 ５日目 ６日目 ７日目

平成１２年

平成１８年

・・降水の有無の適中率降水の有無の適中率

・最低気温の予測誤差・最低気温の予測誤差

①降水の有無の適中率①降水の有無の適中率 ②最高・最低気温の予測誤差②最高・最低気温の予測誤差

天気予報の精度②

≪目標：　５日目の精度　≪目標：　５日目の精度　⇒　⇒　 平成１２年の４日目の精度≫平成１２年の４日目の精度≫

生活の向上、社会経済活動の発展生活の向上、社会経済活動の発展

週間天気予報の予報誤差を改善週間天気予報の予報誤差を改善

・・最高気温の予測誤差最高気温の予測誤差

2000年　　　　　2003年　　　　　目標

67%       　67%  　　 70%

2.6℃ 2.7℃ 　　2.4℃

2.1℃　　　2.2℃ 　　 1.9℃　
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地域気候モデル
（40kmメッシュ）

温暖化時の

・人工排熱量データ

・地形データ

・土地利用データ

地球温暖化精密予測情報の提供

200km

200km

現在の大都市圏における
気温分布の詳細な再現

地球温暖化予測情報第１～４巻で提供

現在の

・人工排熱量データ

・地形データ

・土地利用データ

全球気候モデル

緑化や埋め立て等の土地利用の変化
による気候の変化の予測可

200km

200km

１kmメッシュ

（メッシュ気候値と同
スケール）

200km×200km

都市気候モデル

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
シ
ナ
リ
オ

２９

温暖化時の都市域での
予測情報



確率情報の充実アンサンブル数値予報
の導入

すべての季節予報を

数値予報に基づいて
発表できる基盤を構築

【従来の予報要素】

　３か月平均気温

【新たな予報要素】

　３か月合計降水量
　梅雨時期の降水量
　３か月合計降雪量

季節予報モデルを用いた暖候期・寒候期予報の開始

より精度の高い、

多様な確率情報の

発表

季節予報モデルの
高度化

多様なニーズに応える
確率情報の検討

～今後～～今後～
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ヒートアイランド情報の作成

ヒートアイランド現象の
実況監視

ヒートアイランド
解析システム

都市気候モデル
（1kmメッシュ）
＋

アメダスデータ等

詳細な気温分布の
解析

都市気候モデルの
精度評価

•実態の把握
•ヒートアイランド対策の
　効果の評価
•問題意識の啓発

ヒートアイランド
報告（情報）の公表

•晴天弱風日の典型的な
　気温分布
•特定の日の気温の
　経時変化
•風系別の気温分布の　
　違い　等

３１



地域気候モデルと全球気候モデルの高度化

【地域気候モデル】

［大気モデル］

［太平洋海洋モデル］ わが国の将来の降水量変化

年平均海面水位の変化

年平均地上気温の変化

○気象庁の地球温暖化予測情報等への活用

○気候変動に関する政府間パネル （ＩＰＣＣ）

等の国際機関に科学的知見を提供

○温暖化影響リスク評価プログラムへのシナ

リオ提供

○地球温暖化予測のための

モデル検証と温暖化メカニズムの解明

地球温暖化解析等

地上気温？

エルニーニョ？

運動量・熱・水
フラックス

海上風

蒸発

短波放射

長波放射

降水

海流

○地域気候モデルの高度化 ○全球気候モデルによる
地球温暖化予測の高度化

結 合

日本付近の地域的気候解析等
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スーパー
コンピュータ

国際系

東日本

西日本

国内系

二中枢化と機能分化

共用データサーバ

　国内基盤通信網　国内基盤通信網

高速・高信頼性の通信基盤

インターネット標準技術

中枢(Server）

端末（Clients）

データ

リクエスト・
リプライ方式

Web, e-mail 等

業務処理

気象通信・情報処理システム
の技術基盤の充実
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陸面 海面高度
波浪

海面水温

雪氷

海面

海色

データ収集

衛星データ解析処理装置

海氷解析 海面水温分布　等

地球観測衛星データの収集及び海洋の情報作成のためのデータ算出

全
球
海
面
・陸
面

衛
星
デ
ー
タ

海洋の情報等への反映

海氷

海洋観測船

係留ブイ等 中層フロート

現場観測
データ等

デ
ー
タ
収
集

Jason-1,Aqua,
RADARSAT, DMSP 等
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ＡＲＧＯ計画と海洋実況情報の提供
　Argo（アルゴ）計画は、世界気象機関（WMO）やユネスコ政府間海洋学委員会（IOC）などの国際協力のもとで、全世界の海洋に約3000
個の中層フロート（自動的に浮き沈みする長さ約1ｍの筒状の観測機器）を展開し、最新の海洋観測･通信･情報処理技術を駆使して全世
界の海洋の状況をリアルタイムで監視、把握するシステムを構築するものです。我が国でもミレニアムプロジェクト「高度海洋監視シス
テム（ARGO計画）の構築」として、気象庁、文部科学省などが連携して平成12年度からの5か年計画で推進しています。

高度海洋監視システム（ＡＲＧＯ計画）による海洋観測

海洋気象観測船等により海洋に投入された中層フロートは、およそ10
日毎に水深約2000mまで降下・浮上を繰り返し、その際に測定される海
面から水深約2000mまでの水温、塩分の鉛直データを、衛星を経由して
自動的に通報します。

気象衛星等 係留ブイ等海洋観測船 中層フロート

1000m

2000m

表層

中層

データ送信

投入

2000mまで降下

浮上中に水温
、
塩分を観測

海洋観測の種類

海洋の実況情報の提供
観測データ・水温分布の実況解析図等

2004年2月26日
現在で1021個

海洋の循環機構の解明等
海面水温の予測精度向上
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競争的資金基盤的資金
（経常研究）
（毎年）

研究開発評価

国の研究開発に関する大綱的指針

国土交通省研究開発評価指針

気象研究所研究評価実施要領
　(必要性、効率性、有効性の観点から評価の実施)

外部評価 内部評価

評価委員会の評価
(評価委員)

所長評価

研究部長評価

自己評価
(研究者)

研
究
評
価
の
規
程

評
価
対
象

研
究
評
価
の
流
れ

重点的資金
（特別研究）
（事前・中間・事後）

評議委員会(※）
評価委員

助言

※評議委員会　
　所外の有識者からなり、長
期研究計画の策定に関する
助言及び研究課題の評価に
関する報告を研究所長に行
う。評価委員は評議委員か
ら選ばれる。

（募集機関に
よる評価）

研究機
関評価

国
土
交
通
省

運
輸
技
術
審
議
会

技
術
評
価
委
員
会

気象研究所における研究開発・技術開発の推進
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北西太平洋域への津波情報の提供

関係諸国との
連携・調整　

○平成１３年１月から日本海
で発生する津波ついて、関係
国に情報提供を開始

○精度の高い遠地地震震源決
定法及びマグニチュード決定
法を開発中

　ＩＣＧ／ＩＴＳＵ（太平洋津波警報組織
　国際調整グループ）からの要請

気象庁が北西太平洋津波情報センター
の役割を担い、沿岸諸国に北西太平洋
域に発生する地震による津波予測情報
を提供すること

北西太平洋津波監視
システムの整備

津波予報
データベースの整備

関係各国へ津波情報提供

要請

現況 計画計画

効果効果

北西太平洋地域の
津波災害の軽減
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アジア太平洋地域
国 家 気 象 機 関

アジア太平洋地域
国 家 気 象 機 関

季節予報支援資料

・３，１か月予報モデルの結果

・エルニーニョ予測情報

・大気･海洋の状況の分析

・干ばつ、冷夏などの

　　　　　　 異常気象監視情報

技術支援

全球の気候系監視

研修、専門家会議

季節予報支援資料提供

全球数値予報

異常気象監視

アジア太平洋気候センター

気候情報提供

ｴﾙﾆｰﾆｮ予報

アジア太平洋気候センター業務の充実
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第Ⅵ地区

ヨーロッパ

東京

ワシントン

ブラジリア

ブエノスアイレス

メルボルン_

マニラ

北京

ハバロフスク

ソウル

ジェッダ

ナイロビ

ニューデリーカイロ

ダカール

アルジェ

モスクワ

ソフィア
トゥールーズ

プラハ

オッフェンバッハ

バンコク

香港

注：主通信網の全球的構成と東京と結ばれる地区気象通信網を示す

世界気象中枢（ＷＭＣ） 地区通信中枢(RTH) 主通信網 地区及び地区間気象通信回線

第Ⅲ地区

南アメリカ

第Ⅱ地区

アジア

第Ⅰ地区

アフリカ

第Ⅳ地区

北中アメリカ

第Ⅴ地区

南西太平洋

ブラックネル

全球気象通信の地域中枢全球気象通信システム
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